
 

 

「第１２回愛知県長良川河口堰最適運用検討委員会」に関する 

傍聴者の御意見と傍聴者の質問に対する回答など 

 

氏 名  御  意  見 質問に対する回答など 

近藤 ゆり子  ２０１７．４．２５の長良川河口堰最適運用委員会の席

上で、小島座長は、「環境というものの考え方」及び「ア

セット・マネジメントを考慮に入れること」について言及

された。 

 大変示唆にとんだご発言と感じた。 

 

 このことを真剣に長良川河口堰最適運用委員会で議論

するとなれば、「将来の長良川河口堰のあり方」の議論に

留まることなく、現在は「凍結」されている（しかし事業

実施計画はそのままで、法的には活きている）「木曽川水

系連絡導水路（徳山ダム導水路）」事業を、愛知県として

はどう考え、どうしようとするのか、を議論しないわけに

はいかないはずであると考える。 

 

 「木曽川水系連絡導水路（徳山ダム導水路）」事業（以

下、「導水路事業」という）は、徳山ダムで「開発」した

水を愛知県・名古屋市が使うための導水路を総事業費８９

０億円をかけて建設するというものである。(愛知県負担

分は、約３１８億円) 

 ２０１０年、当時の政権の「できるだけダムに頼らない

治水」の方針の下、全国８４のダム及びダム関連事業が「再

検証」の対象となった。中途半端な検証枠組み（検証主体、

検証内容とも）ゆえに、大部分は適切かつ真剣な再検証が

行われないまま「継続」という結論になってしまい、「で

きるだけダムに頼らない」云々はかけ声倒れとなってしま

った。それどころか、現政権の下では「再検証」が推進の

お墨付きに使われている有り様である。 

 再検証の対象となった国及び水資源機構の３０事業の

うち、検証結果（結論）が出されていないのは、この「木

曽川水系連絡導水路」事業ただ一つであるが、残念ながら、

現時点での「愛知県（知事・当局）」としての態度は、こ

の導水路建設を推進したい、というものである。 

 

① 「木曽川水系連絡導水路」事業が、長良川の環境に与

える負の影響は甚大である。 

  まさに環境の撹乱者を愛知県自らが推進するのは、こ

の委員会の設置と矛盾・背反する。（内容的には向井貴

彦委員が詳しいので詳細は省く）  

② 「木曽川水系連絡導水路」下流施設の存在は、長良川

河口堰のゲートを上げないことを前提にしたものであ

り、この計画を容認（愛知県としては推進）したまま、

 



 

 

長良川河口堰の開門調査を実現しようとするのは全く

論理整合性を欠く。愛知県がこうした矛盾・混乱した姿

勢でいる限り、国（国交省）は、「愛知県の開門に向け

た要請など適当にあしらえば良い」という対応しかしな

いのは当然といえば当然である（私が「国」の担当者な

ら、ある時点で導水路事業を持ち出して切り返しにかか

る） 

③ 愛知県にとって不要な事業である。 

  愛知県に新たな水源が必要なはずがないことは明ら

かでる。 

 （この点は、富樫幸一委員、伊藤達也委員が詳しい） 

④ 愛知県は「必要だ」という説明責任を果たしていな

い。」 

  ２００９年、住民訴訟提起前に、市民が土地水資源課

と話し合った際、出てきた答えは「徳山ダムができちゃ

ったから（水を使えるようにしないとモッタイナイ）」

というものであった。「これまでに多くのカネをかけた

から、さらにカネをかけないとモッタイナイ」という考

え方を抜本的に改めるべき時期に来ている。 

  なお住民訴訟（公金支出差し止め訴訟）は、住民側敗

訴となったが、裁判所とて「導水路事業が必要だ」との

判断を示したわけではない。「行政の判断が違法とまで

はいえない、行政の判断を尊重する」と言っているにす

ぎない。決断すべきは「愛知県」である。 

⑤ ２００３年１０月施行の（独）水資源機構法及び同法

施行令によって、愛知県は、いつでも自らの意思で、導

水路事業から撤退することができる。判断のボールは愛

知県に投げ返されている。 

 

 上述したように、導水路事業は、現在、「凍結」状態（と

いっても建設事務所の維持などに毎年２億円がかかって

いる）であり、「再検証」のさいちゅうである。 

 再検証の場で、愛知県が明確に「導水路事業は不要だ」

と表明すれば、市長の意向との関係で非常に半端な意見表

明をしている名古屋市は、「不要だ」の方向に傾くことは

必至である。 

 愛知県・名古屋市とも「不要だ」となれば、この導水路

事業は成り立たない（少なくとも（独）水資源機構事業と

しては法的に成り立たない）。 

 そうなれば、「事業実施計画」は廃止され、愛知県とし

ては既支出経費の精算だけで終わる。導水路事業はアセス

法の適用外の事業ではあるが「法アセス並みの環境調査を

やる」と国・水資源機構は繰り返し言ってきた。しかしそ

れもまだ（法アセスであれば）準備書段階にも至っていな

い。つまり本体工事とはまだまだ縁遠い段階であり、今、



 

 

事業計画廃止となれば傷は最小限で済む。 

 なお、⑤で指摘しているが、「再検証」の場があろうが

なかろうが、利水者は、自らの単独意思で事業から撤退で

きる（（独）水資源機構法１３条３項）。この点の解釈に関

しては、第187国会における質問主意書・答弁書でも明ら

かである。(※） 

 

 愛知県は一刻も早く、「導水路事業からは撤退する」旨

を表明するべきである。 

 それで初めて、アセット・マネジメントという考え方も

含めた、総合的・抜本的な長良川河口堰のあり方の議論に

踏み込める土台ができる。 

 貴委員会としても議論を深め、可及的速やかに知事の決

断を求めるべきであると考える。 

 

 

※ 第187回国会  

★ 質問本文情報 

平成二十六年十一月十三日提出  質問 第七七号 

独立行政法人水資源機構法及び同法施行令のいわゆる「撤

退ルール」に関する質問主意書 

 

http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_shitsumon.ns

f/html/shitsumon/a187077.htm 

 （提出者  近藤昭一） 

☆ 答弁本文情報 

平成二十六年十一月二十一日受領  答弁第七七号 

 衆議院議員近藤昭一君提出独立行政法人水資源機構法

及び同法施行令のいわゆる「撤退ルール」に関する質問に

対する答弁書 

 

http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_shitsumon.ns

f/html/shitsumon/b187077.htm 

 

 質問前半の「一」「二」において、質問者と内閣の認識

に齟齬はない。 

 


